
資料１（総括表）

第５次播磨町行政改革実施計画　総括表

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

２事業の統

合の問題点

を整理

２事業の統

合の検討と

対外周知

統合

他市町の事

業と比較検

討

２事業の統

合の検討

Facebook

フォロワ－

数：586人

Facebook

フォロワ－

数：653人

（参考…

LINE友達

数：14,270

有権者との

合意形成

再編した投

票区での選

挙執行

パブリック

コメントの

実施、シス

テム開発準

備

再編した投

票区での選

挙執行

業務委託取

扱比率の見

直し

業務委託取

扱比率の見

直し

業務委託取

扱比率の見

直し

1月60件を

上限として

契約

（月73,920

円）

1月60件を

上限として

契約

（月73,920

円）

播磨小・中

学校

親子給食委

託開始

（R3.1~）

播磨南小学

校

デリバリー

委託開始

播磨南小・

中学校

親子給食委

託開始

蓮池小学校

委託開始

委託業者と

契約し、令

和3年1月

から開始

親子給食委

託開始に向

け検討

作成支援

業務契約

の締結、

作成指

導。

作成支援

業務契約

の締結、

作成指

導。

（達成率）

委託開始毎に達成率

33％加算

※３校全て委託開始で

きれば達成率100％

6

地方公会計財務書類

の効率的な作成と活

用

総務G

地方公会計財務書類等

を統一的な基準に基づ

き作成し、活用する。

50.0%

（達成率）

出納整理期間終了後の

速やかな作成及び分析

の完成：50％

新規事業ヒアリングに

活用：25％

予算編成に活用：25％

5
小中学校給食外部委

託の導入

教育総

務G

小学校給食施設の改

修・親子給食実施に伴

い、調理・配送業務を

委託する。

33.0%

50%

（効果額）

13投票区で執行した場

合に要する経費と見直

し後の投票区で執行し

た場合に要する経費を

比較することで効果額

を算出する。

4
窓口業務の外部委託

等の検討
住民G

現在外部委託が行われ

ている戸籍業務の一部

事務をはじめ、業務の

外部委託化や委託比率

を検討し、より安価か

つ効果的な業務体制の

構築を目指す。

250,358円

（効果額）

外部委託費用ー該当業

務の職員人件費相当額

3 投票区の見直し

選挙管

理委員

会（総

務G）

共通投票所システムの

導入等により選挙人の

利便性に配慮しつつ、

投票区の統廃合を図り

選挙執行経費の削減を

図る。

440,000 100%

基本方針１　効果的・効率的な行財政運営の推進

取組項目（１）　事務事業及び業務の改善と効率化

番号 取組目標 実施部署 取組内容

（達成率）

両事業統合についての

検討完了（50％）、統

合完了（50％）

※検討結果によっては

達成率50％をもって終

了する可能性あり

2 情報発信の充実 企画G

広報紙やホームページ

等、各種広報媒体の活

用により、積極的に行

政情報を提供するとと

もに、住民にとってわ

かりやすい広報に努め

る。

93.3%

（達成率）

（公式SNSアカウント

のフォロワー数／目標

値）×100

（参考値：Facebook

532人（令和元年12月

19日時点））

上段/実施スケジュール　下段/進捗状況 これまでの

効果額計

現在の

達成率

効果額・達成率の算定

方法

1
既存事業の統合の検

討
企画G

まちづくりに興味のあ

る方やまちづくり活動

団体と行政が協力し、

まちづくりを推進する

事業の整備を行う。

継続・新規取組の調査研究

国及び県の財政措置によっ

ては、遅延する可能性有

作成委託の実施

予算編成に活用

ヒアリングに活用

1



令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

公式LINE

の利用を

検討

コロナ関

連情報の

発信に公

式LINEを

利用

基幹系

ネット

ワーク更

新、Web

会議シス

テム導入

基幹系

サーバ更

新・ガバ

メントク

ラウド移

行への調

査研究

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

実施/取組

内容見直

し

941,809

枚

924,762

枚

現状把握

導入検討

比較試験

（電子決

裁運用の

徹底）、

分析

本町に

あった手

法の調

査・研究

現状把握の

ためのデー

タ収集及び

ペーパーレ

ス会議シス

テム導入検

討

進捗なし

調査・研

究

認定こど

も園移行

に向けて

の例規整

備

認定こど

も園移行

に向けて

の条例・

規則改正

幼保連携型

認定こども

園へ移行す

ることを決

定

例規整備支

援業務委託

に向けた検

討

現在の

達成率

2

事務処理の効率化に

向けた行政サービス

の電子化

企画Ｇ

国・県が構築するプ

ラットフォーム活用及

び先進的なデジタル技

術の調査研究により効

率的かつ安定した行政

運営を実現する。

563,760円

（達成率）

１プロセス達成につき

達成率33％加算。

※全プロセス達成によ

り達成率100％とす

る。

3

認定こども園移行に

伴う一時預かり保育

料の見直し

教育総

務G

認定こども園移行化に

伴い影響がある一時預

かり保育料について見

直しを行い、料金改正

に向けて関係業務を遂

行する。

66.0%

（達成率）

１プロセス達成につ

き、達成率33％加算。

※全プロセス達成によ

り達成率100％とす

る。

2
ペーパーレス化導入

の検討
企画G

印刷コスト縮減の取組

みとして、通常業務時

のコピーや印刷を抑制

することに限らず、幅

広く新たな手法を模索

するため、ワーキング

グループ等をもって導

入可能性を検討する。

33.0%

1

災害時における新た

な情報伝達手段の検

討

危機管

理Ｇ

既存のＨＰ・メール等

以外の災害時に適した

情報連絡手段として、

即時性や有効性の高い

新たなＳＮＳ活用を検

討し、その具体的な利

用手法の確定を目指

す。

100.0%

（達成率）

新SNS運用開始を

100％として、取組状

況を踏まえて達成率を

算定する。

効果額・達成率の算定

方法

1
印刷用紙の使用量の

抑制
総務G

会議資料の削減（会議

資料の電子化、モニ

ター、プロジェクター

の活用）

491,162円 110.6%

（効果額）

削減されたコピー枚数

（算定前年度実績ー算

定年度実績）×単価

（算定年度時の契約単

価）

（達成率）

（削減目標値（平成30

年度コピー枚数△

7％）÷算定年度のコ

ピー枚数）×100

（効果額）

新システム等の導入、

保守内容の見直し、

リース期間の延長な

ど、電算関係で費用対

効果の高い取組を行っ

た場合、その経費削減

額を計上する。

基本方針２　持続可能な財政基盤の確立

取組項目（１）　経営視点に基づく中長期の適正な財政運営

番号 取組目標 実施部署 取組内容
実施スケジュール これまでの

効果額計

取組項目（２）　電子自治体の推進

番号 取組目標 実施部署 取組内容
実施スケジュール これまでの

効果額計

現在の

達成率

効果額・達成率の算定

方法

調査・研究

適切かつ有効なＳＮＳが確認及び確立でき次第、実施

継続・新規取組の調査研究

実施 実施

導入可能であれ

ば、予算化に向

けて推進

料金改正
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現状調査 現状調査

在宅高齢

者介護手

当要綱廃

止

在宅高齢

者介護手

当廃止

各種扶助

費の廃

止・減額

を検討

各種扶助

費の廃

止・減額

を実施

廃止にか

かる

対外周知

給付終了

上下水道

運営委員

会（諮問

→検討）

上下水道

運営委員

会（検討

→答申）

水道料金

条例

改正

料金改定

支援業務

を監査法

人に発注

3/30 第1

回

8/4 　第2回

11/18 第3回

1/26   第4回

3月下旬 第5

回予定

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

現年度普

通徴収未

納保険料

の徴収対

策を強化

した

引き続き

徴収対策

を強化

水道料金

及び下水

道使用料

の徴収

水道料金

及び下水

道使用料

の徴収

水道料金

及び下水

道使用料

の徴収

水道料金

及び下水

道使用料

の徴収

水道料金

及び下水

道使用料

の徴収

徴収を実

施

徴収を実

施

（効果額）

過去５年(平成26～30

年度)の不納欠損額の平

均値との差

（達成率）

収納率の目標値

（96.5％）に対する充

足率

9
未収金の徴収対策の

強化

上下水

道G

早期に未収金の回収を

図ることにより、回収

不能額を減少させる。

決算時に算

出

決算時

に算出

（効果額）

期間中に発生した債券

及び定期預金の受取利

息の額

8
滞納の徴収対策の強

化

保険年

金G

介護保険料の滞納者に

対して、差押を含めた

滞納整理を行い負担の

公平性を確保し、収納

率の向上を図る。令和

６年度末時点の収納率

92％を目指す。

決算時

に算出

（達成率）

（現年収納率ー基準年度収

納率）／（目標収納率ー基

準年度収納率）

令和6年度目標収納率92％

（基準年度：令和元年度

90.8％）

※目標収納率を達成した場

合：現年収納率／目標収納

率92％

7-2
安全で有利な資金の

運用

上下水

道G

安全・有利な資金運用

に加え、金利がますま

す低下傾向にある中、

効率的な運用を図る。

885,709円

（効果額）

改定後の増収額

（達成率）

１プロセス達成につき

達成率33％加算。

※全プロセス達成によ

り達成率100％とす

る。

7-1
安全で有利な資金の

運用
会計Ｇ

安全・有利な資金運用

に加え、金利がますま

す低下傾向にある中、

各基金を一体的に取扱

い、効率的な運用を図

る。

14,949,281円

（効果額）

期間中に発生した債券

及び定期預金の受取利

息の額

6 水道料金等の見直し
上下水

道G

老朽施設の更新や耐震

化を長期にわたり実施

していく財源を確保す

るために、住民・企業

の代表者、学識経験者

などを交えた「上下水

道運営委員会」におい

て水道料金の改定の検

討を行う。

66.0%

（効果額）

見直しによって改めら

れた額と見直し前の額

との差額

5 扶助費の見直し 福祉G

福祉Gが所管する扶助

費について、縮減・廃

止の検討を行う。家族

介護用品支給等助成金

については令和２年度

末で特定財源がなくな

る（介護財源が充当で

きなくなる）ので、廃

止を含めて検討を行

う。

3,240,000円 50.0%

（効果額）

廃止した扶助費の、廃

止前年度決算額

（達成率）

家族介護用品支給等助

成金の廃止…達成率

50％加算

その他扶助費の縮減検

討の実施…達成率50％

加算

4

補助金・負担金・使

用料・手数料の見直

し

企画G

各Gが所掌する補助

金・負担金・使用料・

手数料について、3年

毎に見直しを行う。

0実施 実施

見直

し

前年度比較において上昇を目指し、収納率92.0％達

成を目指す。

収納率

92％以上

3



収納対策

検討及び

実行。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を検討し

実行し

た。

収納対策

を引き続

き実行し

つつ、昨

年度の結

果を検証

した。

収納対策

検討及び

実行。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を検討し

実行し

た。

収納対策

を引き続

き実行し

つつ、昨

年度の結

果を検証

した。

町有地売

却23,091

千円

町有地貸

付39,011

千円

町有地売

却34,060

千円

町有地貸

付36,000

千円

財務書類

に基づく

使用料・

手数料

見直し

予算編成

の枠配分

方式を一

部試行

予算編成

の

枠配分方

式を導入

予算要求

の際、グ

ループご

とに経常

的な事業

を指定

し、それ

ぞれ要求

上限を設

定した。

令和4年度

予算編成

におい

て、経常

的な事業

について

は前年度

予算額を

要求上限

とした。

（達成率）

経常収支比率…前々年

度町決算値以内を達

成：達成率50％加算

実質公債費比率…前々

年度類似団体平均値以

内を達成：達成率50％

加算

12
各種財政指標の適正

化
総務G

根拠に基づく施策、手

続きの見直しにより生

産性を高め、また独自

財源の拡充を図り財政

基盤のさらなる改善を

目指す。借入金である

地方債は、基金との調

和を念頭に発行する。

決算時

に算出

達成率：（現年収納

率ー令和元年度現年収

納率）／（目標収納

率ー令和元年度現年収

納率）

令和元年度現年収納

率：93.37％

目標収納率：96.08％

（令和３年度年度実績

を評価する場合）

※目標収納率は評価対

象年度の前年度の全国

平均になるため毎年変

更されます。

11
普通財産（町有地）

の有効活用
総務G

処分可能な普通財産

（町有地）は計画的に

売却を進めるととも

に、貸付可能な土地に

ついても一時貸付を行

い、普通財産の有効活

用を図る。

132,162,469円

（効果額）１、２の合

計

１　普通財産の売却益

※売却件数は年により

増減があるので、売却

による収入は目標とし

ない。

２　貸付収入

10-2

収納率向上対策（国

民健康保険事業特別

会計）

税務Ｇ

滞納処分、納税者の利

便性向上等により、税

債権（国民健康保険事

業特別会計）の収納率

を向上させる。

決算時

に算出

10-1
収納率向上対策（一

般会計）
税務Ｇ

滞納処分、納税者の利

便性向上等により、収

入未済額の圧縮を図り

税債権（一般会計）の

収納率を向上させる。

決算時

に算出

達成率：（令和元年度

収入未済額ー収入未済

額）／（令和元年度収

入未済額ー目標収入未

済額）

目標収入未済額：

90,000,000円

（参考：令和元年度収

入未済額153,629,317

円）

普通財産の売却・普通財産の適正な維持管

理

枠配分の検

討・研究

経常経費の総

点検

4



新たなメ

ディア１

種につい

て検討

（デジタ

ルサイ

ネージ）

進捗なし

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

大規模改

修

次期指定

管理期間

を検討

施設改修

設計

指定管理

者選定

野添コミ

セン外壁

等改修工

事実施設

計

図書館空

調設備更

新工事実

施設計

野添コミ

セン外壁

等改修工

事実施

図書館空

調設備更

新工事実

施

東部コミ

セン整備

基本構想

作成

通学路安

全推進会

議・通学

路安全点

検

通学路安

全推進会

議・通学

路安全点

検

通学路安

全推進会

議・通学

路安全点

検

通学路安

全推進会

議・通学

路安全点

検

通学路安

全推進会

議・通学

路安全点

検

通学路安

全推進会

議を３

回、安全

点検を1回

実施

通学路安

全推進会

議を３

回、安全

点検を1回

実施

橋梁定期

点検

歩道橋定

期点検

橋梁修繕

計画改定

定期点検

を実施

歩道橋定期

点検を実

施。また、

橋梁長寿命

化修繕計画

の改定を実

施。

（達成率）

橋梁定期点検実施…

88％

歩道橋定期点検…2％

橋梁修繕計画改訂…

10％

4
道路インフラのメン

テナンス
土木G

橋梁、舗装等の修繕計

画を策定し、計画的に

メンテナンスを行い、

健全度を保つ。

100.0%

1

健康いきいきセン

ターの管理・運営の

検討

すこや

か環境G

施設の目的である「健

康増進」の達成に向け

た施設の在り方も含め

た機能、管理運営な

ど、今後２０年間施設

運営を安定的に実施す

るための工事等を実施

し、施設の長寿命化を

図りながら管理運営し

ていく。

100.0%

（達成率）

利用者アンケートの満

足度

目標値：70％

参考値：43％（平成31

年度）

※目標値を達成した時

点で達成率100％とす

る

（達成率）

運営方法等の検討：

50％、適切な運営方法

の選択：50％

3
道路の安全対策の推

進
土木G

道路の危険除去を行い

安全な通行を確保す

る。

また、通学路安全対策

を各グループと連携を

図り推進する。

100.0%

(達成率)

毎年実施する通学路安

全推進会議３回、安全

点検１回を予定通り実

施できれば該当年度の

達成率100％とする。

（各25％ずつ配分）

2
公共施設の利用促進

と運営方法の見直し

生涯学

習G

老朽化が進行する各施

設について、計画的に

改修工事を実施するな

ど適切な維持管理を継

続する。現在の指定管

理委託期間終了後の運

営方法等について検討

を行う。

0.0%

取組項目（２）　公共施設マネジメントの推進

番号 取組目標 実施部署 取組内容
実施スケジュール

13 広告事業の拡大 企画G

歳入の拡大、歳出の削

減による町財政の改善

を目的として、企業等

からの広告収入拡大に

向けた掲載媒体等の拡

充や、企業と共同作成

による無料発行物の活

用について調査研究に

取り組む。

3,375,000円 33.0%

（効果額）広告掲載に

よる歳入額　＋　歳出

削減額

※歳出削減額は、見積

徴収等にて積算する。

※既存の取組も対象と

する。

（達成率）１プロセス

達成につき達成率33％

加算。

※全プロセス達成によ

り達成率100％とす

る。

これまでの

効果額計

現在の

達成率

効果額・達成率の算定

方法

利
用
可
能
な
メ
デ
ィ
ア
等
の
調
査
研
究

利
用
時
の
基
準
策
定

広告掲載募集

今後の施

設の整備

計画を検

討・決定

新たな体制による管

理運営

適切な維持管理の実施

運営方法の検討 実施
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遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具定期

点検を実

施

遊具定期

点検を実

施

定期点検 定期点検 定期点検 定期点検 定期点検

施設定期

点検を実

施

施設定期

点検を実

施

宮西地区

（2工区）

古宮土山

線（3工

区）

古宮地区

（3工区）

大中地区

（2工区）

等

大中地区

（2工区）

古田3丁目

大中地区

（第4－2

工区）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

新組織

施行準備

新組織

施行準備

新組織施

行

－

条例制定

規則等改

正作業中

1 組織機構の見直し 総務G

生産年齢人口の減少に

伴う財政状況の悪化及

び人材不足に対応しつ

つ、町職員がそれぞれ

の能力を開発、発揮で

きる環境を創出し、持

続的な行財政運営を図

るため、無理・無駄を

極力排したより簡素か

つ効率的なものとなる

よう組織機構を改革す

る。

新組織の施行

基本方針３　効率的で柔軟な行政組織の構築

取組項目（１）　組織機構の活性化

番号 取組目標 実施部署 取組内容

(達成率)

毎年実施する定期点検

４回を予定通り実施で

きれば該当年度の達成

率100％とする。

（各回配分25％）

7
水道管路の耐震化を

推進する

上下水

道G

災害に備え基幹管路及

び老朽管の耐震化を推

進し、被害を最小限に

留め、被害を受けた場

合でもできるだけ早く

復旧ができるよう計画

的に更新を進める。

17.8%

（達成率）

令和６年度末までにφ

75ｍｍ以上の老朽管を

10.4㎞（目標値）更新

できていれば100％

累計更新延長／目標値

×100

6 漁港施設の維持管理 土木G

日常点検を実施し、漁

港施設の健全度を保

つ。

機能保全計画に基づ

き、修繕工事を計画的

に実施する。

100.0%

上段/実施スケジュール　下段/進捗状況 これまでの

効果額計

現在の

達成率

効果額・達成率の算定

方法

5 公園施設の維持管理 土木G

日常点検を実施し、遊

具等の安全性を確認す

る。修繕・取替を計画

的に実施する。

100.0%

(達成率)

毎年実施する遊具定期

点検1回を予定通り実

施できれば該当年度の

達成率100％とする。

管路更新

実施
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

実施 実施

兵教大と

協定を締

結しミド

ルリー

ダー育成

研修を実

施

ミドル

リーダー

養成研修

の実施

ミドル

リーダー

を活用し

た

研修の実

施

ミドル

リーダー

を活用し

た

研修の実

施

ミドル

リーダー

を活用し

た

研修の実

施

次期ミド

ルリー

ダーの資

質向上を

目的とし

た研修を

実施

次期ミド

ルリー

ダーの資

質向上を

目的とし

た研修の

実施

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

自治会行

政懇談

会:0回

タウン

ミーティ

ング:1回

その他懇

談会:2回

自治会行

政懇談

会:1回

タウン

ミーティ

ング:2回

その他懇

談会:4回

委託先へ

の進捗管

理の実施

委託先へ

の進捗管

理の実施

委託先へ

の進捗管

理の実施

委託先へ

の進捗管

理の実施

委託先へ

の進捗管

理の実

施、累積

担い手数

100人以

上

生活支援

サポー

ター養成

研修を実

施

生活支援

サポー

ター養成

研修を実

施

（達成率）

（令和６年度末までの

累積開催数／目標値）

×100

2
ボランティアネット

ワークづくりの支援

保険年

金G

「くらし支え合いはり

ま塾」（生活支援サ

ポーター養成研修）の

受講者、また修了者の

中から担い手となる者

の増数を目指す。

40.0%

（達成率）

算定前年度より累積担

い手数が増加していた

ら達成率20％加算す

る。ただし、累積担い

手数が100人を超えた

時点で達成率100％と

する。

1
住民との情報交換の

機会の充実
企画G

住民から寄せられる町

政に対する意見・要望

などを聴取し、行政に

反映していくととも

に、地域の課題や問題

解決のための助言を行

う。

20.0%

基本方針４　協働・連携によるまちづくりの推進

取組項目（１）　住民協働の推進

番号 取組目標 実施部署 取組内容

（達成率）

研修派遣人数÷全職員

数×１００

2
関係機関等の連携協

力体制の構築

学校教

育G

兵庫教育大学、播磨町

教育委員会及び稲美町

教育委員会が学校等の

教職員の資質向上やス

キルアップのための研

修において相互に連携

協力し、地域の教育力

の向上を目指す。

56.0%

（達成率）

（算定年度までの累積

実施研修回数÷50）×

100

令和６年度末までに50

回開催出来ていれば

100％

1
播磨町人材育成基本

方針の実践
総務G

職員研修の推進を図

り、播磨町人材育成基

本方針で規定する「め

ざすべき職員像」を実

現する。

62.0%

上段/実施スケジュール　下段/進捗状況 これまでの

効果額計

現在の

達成率

効果額・達成率の算定

方法

取組項目（２）　人材育成の推進

番号 取組目標 実施部署 取組内容
上段/実施スケジュール　下段/進捗状況 これまでの

効果額計

現在の

達成率

効果額・達成率の算定

方法

実施

継続・新規取組の調査研究
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

２事業実

施

２事業実

施

３事業実

施

３事業実

施

３事業実

施

事業未実

施

１事業実

施

１事業実

施

１事業実

施

３事業実

施

３事業実

施

３事業実

施

事業未実

施

１事業実

施

直売を年

度内に２

日実施

直売を年

度内に２

日実施

1
教育機関との連携・

協働
企画G

本町と連携協定を締結

している教育機関や近

隣の教育機関等と、連

携・協働による取組を

実施する。

8.0%

（達成率）

（算定年度までの累積

実施事業数÷13）×

100

∴令和６年度末で13事

業実施出来ていれば

100％

※継続事業は重複とみ

なさない。

（達成率）

（算定年度までの累積

実施事業数÷11）×

100

∴令和６年度末で11事

業実施出来ていれば

100％

※継続事業は重複とみ

なさない。

3
四者協定に基づく連

携・協働
住民G

本町と連携協定を締結

している各団体との協

働事業を推進する。

27.0%

（達成率）

（累計直売日数÷15）

×100

2
民間企業との連携・

協働
企画G

本町と連携協定を締結

している民間企業等

と、連携・協働による

取組を実施する。

9.0%

これまでの

効果額計

現在の

達成率

効果額・達成率の算定

方法

取組項目（２）　民間活力の活用

番号 取組目標 実施部署 取組内容
上段/実施スケジュール　下段/進捗状況

直売日数の目標値 ３日間／年

（参考）効果額合計 R2年度 73,471,724円 R3年度 79,839,289円 累積効果額 153,311,013円
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